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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　経路探索のための情報を端末装置へ送り、当該端末装置に経路案案内情報を表示させる
エネルギ消費量予測装置を有するエネルギ消費量予測システムによるエネルギ消費量予測
方法であって、
　前記エネルギ消費量予測装置には、
　エネルギ消費量を従属変数、地形特徴量を示す変数を独立変数とする式が予め設定され
ており、
　前記エネルギ消費量予測装置が、
　プローブカーから収集したエネルギ消費量を基に、前記エネルギ消費量を満たすような
前記地形特徴量を示す前記独立変数の値を算出することで、前記算出した独立変数の値を
前記地形特徴量とし、当該地形特徴量をリンク毎に算出することにより、道路を構成する
リンクの地形が消費エネルギに与える影響を前記リンクの起伏に基づく位置エネルギ変化
によるエネルギ消費量として計算するためのリンク固有のパラメータである地形特徴量を
前記リンク毎に算出し、
　前記地形特徴量を基に、探索対象として選択されたリンクにおける位置エネルギ変化に
よる予測エネルギ消費量を算出し、
　前記経路探索のための情報である前記算出した予測エネルギ消費量を前記端末装置へ送
り、
　前記端末装置が、
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　前記送られた予測エネルギ消費量を基に、出力部に前記経路案内情報を出力させる
　ことを特徴とするエネルギ消費量予測方法。
【請求項２】
　経路探索のための情報を端末装置へ送り、当該端末装置に経路案案内情報を表示させる
エネルギ消費量予測装置を有するエネルギ消費量予測システムによるエネルギ消費量予測
方法であって、
　前記エネルギ消費量予測装置には、
　エネルギ消費量を従属変数、地形特徴量を示す変数を独立変数とする式が予め設定され
ており、
　前記エネルギ消費量予測装置が、
　プローブカーから収集したエネルギ消費量を基に、前記エネルギ消費量を満たすような
前記地形特徴量を示す前記独立変数の値を算出することで、前記算出した独立変数の値を
前記地形特徴量とし、当該地形特徴量をリンク毎に算出することにより、道路を構成する
リンクの地形が消費エネルギに与える影響を前記リンクの起伏に基づく位置エネルギ変化
によるエネルギ消費量として計算するためのリンク固有のパラメータである地形特徴量を
前記リンク毎に算出し、
　前記算出した地形特徴量を前記端末装置へ送り、
　前記端末装置が、
　前記送られた地形特徴量を基に、探索対象として選択されたリンクにおける位置エネル
ギ変化による予測エネルギ消費量を算出し、
　前記経路探索のための情報である前記算出した予測エネルギ消費量を基に、出力部に前
記経路案内情報を出力させる
　ことを特徴とするエネルギ消費量予測方法。
【請求項３】
　前記地形特徴量は、加速時のエネルギ消費量への影響値、減速時のエネルギ消費量への
影響値、および一定速度走行時のエネルギ消費量への影響値、
　を基に算出されることを特徴とする請求項１または請求項２に記載のエネルギ消費量予
測方法。
【請求項４】
　前記エネルギ消費量予測装置が、
　前記プローブカーから、前記リンクの旅行時間を取得し、
　前記取得した前記リンクの旅行時間から、前記プローブカーの加減速および一定速度の
パターンである走行パターンを算出し、
　前記走行パターンと、前記エネルギ消費量とを基に、前記地形特徴量を算出する
　ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載のエネルギ消費量予測方法。
【請求項５】
　前記走行パターンとは、前記プローブカーにおける、リンク長に対する加速または減速
に費やした距離の比である加減速確率である
　ことを特徴とする請求項４に記載のエネルギ消費量予測方法。
【請求項６】
　前記エネルギ消費量は、走行消費量と、基礎消費量とを含み、
　前記走行消費量は、車両の力学的エネルギの変化に寄与するエネルギ消費量であり、
　前記基礎消費量は、前記車両における内燃機関の内部抵抗および搭載機器によるエネル
ギ消費量である
　ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載のエネルギ消費量予測方法。
【請求項７】
　前記エネルギ消費量は、走行消費量と、基礎消費量とを含み、
　車両が電気自動車である場合、前記走行消費量は回生によるエネルギを含む車両の力学
的エネルギであり，
　前記基礎消費量は、前記車両における搭載機器によるエネルギ消費量である
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　ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載のエネルギ消費量予測方法。
【請求項８】
　前記出力部は、情報を表示する表示装置であり、
　前記端末装置は、
　前記予測エネルギ消費量を経路探索の対象となるリンクのコストとして、経路探索を行
い、
　前記経路探索を行った結果を、前記経路案内情報として前記出力部に表示する
　ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載のエネルギ消費量予測方法。
【請求項９】
　前記端末装置が、
　前記予測エネルギ消費量に関する情報と、前記予測エネルギ消費量を算出したリンクと
を関連付けて前記経路案内情報として前記出力部に表示する
　ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載のエネルギ消費量予測方法。
【請求項１０】
　前記エネルギ消費量予測装置は、
　連立方程式、最小二乗法および重回帰分析のいずれかを使用して、前記地形特徴量を示
す変数の値を算出する
　ことを特徴とする請求項１に記載のエネルギ消費量予測方法。
【請求項１１】
　経路探索のための情報を端末装置へ送り、当該端末装置に経路案案内情報を表示させる
エネルギ消費量予測装置であって、
　エネルギ消費量を従属変数、地形特徴量を示す変数を独立変数とする式が予め設定され
ており、
　プローブカーから収集したエネルギ消費量を基に、前記エネルギ消費量を満たすような
前記地形特徴量を示す前記独立変数の値を算出することで、前記算出した独立変数の値を
前記地形特徴量とし、当該地形特徴量をリンク毎に算出することにより、道路を構成する
リンクの地形が消費エネルギに与える影響を前記リンクの起伏に基づく位置エネルギ変化
によるエネルギ消費量として計算するためのリンク固有のパラメータである地形特徴量を
前記リンク毎に算出する地形特徴量生成部と、
　前記地形特徴量を基に、探索対象として選択されたリンクにおける位置エネルギ変化に
よる予測エネルギ消費量を算出する予測エネルギ消費量算出部と、
　前記経路探索のための情報である前記算出した予測エネルギ消費量を前記端末装置へ送
る通信部と
　を有することを特徴とするエネルギ消費量予測装置。
【請求項１２】
　経路探索のための情報を端末装置へ送り、当該端末装置に経路案案内情報を表示させる
エネルギ消費量予測装置であって、
　エネルギ消費量を従属変数、地形特徴量を示す変数を独立変数とする式が予め設定され
ており、
　プローブカーから収集したエネルギ消費量を基に、前記エネルギ消費量を満たすような
前記地形特徴量を示す前記独立変数の値を算出することで、前記算出した独立変数の値を
前記地形特徴量とし、当該地形特徴量をリンク毎に算出することにより、道路を構成する
リンクの地形が消費エネルギに与える影響を前記リンクの起伏に基づく位置エネルギ変化
によるエネルギ消費量として計算するためのリンク固有のパラメータである地形特徴量を
前記リンク毎に算出する地形特徴量生成部と、
　前記算出した地形特徴量を前記端末装置へ送る地形特徴量配信部と、
　を有することを特徴とするエネルギ消費量予測装置。
【請求項１３】
　経路案内情報の表示を行う端末装置であって、
　請求項１１に記載のエネルギ消費量予測装置から送られた、探索対象となっているリン
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クで消費されるエネルギの予測量である予測エネルギ消費量を基に、出力部に前記経路案
内情報を出力させる経路案内部を有することを特徴とする端末装置。
【請求項１４】
　経路案内情報の表示を行う端末装置であって、
　請求項１２に記載のエネルギ消費量予測装置から送られた地形特徴量を基に、探索対象
として選択されたリンクにおける位置エネルギ変化による予測エネルギ消費量を算出する
予測エネルギ消費量算出部と、
　前記経路探索のための情報である前記算出された予測エネルギ消費量を基に、出力部に
前記経路案内情報を出力させる経路案内部を有することを特徴とする端末装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エネルギ消費量予測方法、エネルギ消費量予測装置および端末装置の技術に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　環境問題の拡大などにより、車両におけるエネルギの効率的利用が課題となっている。
このため、例えばエネルギ消費量予測を行うナビゲーションシステム（以下、ナビシステ
ムと記載）において、エネルギ消費量が少なくてすむ経路を探索する省エネルギ技術など
が考案されている。このような省エネルギ技術では、車両のエネルギ消費量を予測する技
術が必要とされている。なお、ここで述べるエネルギ消費量とは、電気エネルギ消費量と
燃料消費量双方を含むものである。
【０００３】
　車両が走行する際のエネルギ消費量を予測する方法として、車両のエネルギ消費量を算
出する物理モデルを用いた方法と、過去のエネルギ消費量の実績値に基づいた方法が提案
されている。
【０００４】
　物理モデルを用いた方法では、道路の三次元形状、車両の走行速度や加減速の、走行パ
ターンの予測結果、車両別のエネルギ消費特性を表す車両特性情報などを用いて、運動方
程式から算出する方法が提案されている。
【０００５】
　また、過去のエネルギ消費の実績に基づいた方法としては、プローブカーにより、エネ
ルギ消費量や、速度や車種といった情報を収集し、予測時には、過去の収集データの実績
に基づいた予測を行う方法が提案されている。ここでプローブカーとは、車両に搭載され
たセンサの情報や、ドライバの操作履歴を無線やＬＡＮ（Local Area Network）、あるい
は無線ＬＡＮによるインターネット接続、携帯電話などの通信手段によって、ナビサーバ
に送信するような車両のことである。
【０００６】
　プローブカーの収集データ（実績）に基づくエネルギ消費量予測の例として、特許文献
１に示す技術が挙げられる。この技術では、はじめにプローブカーにより、道路区間ごと
の燃料消費量、車種や型式を区別するための識別情報、車両の速度や加減速や装置の操作
情報などを表す作動情報をナビサーバが収集する。そして、ナビサーバでは燃料消費量を
識別情報や作動情報別に集計したデータベースを構築する。燃料消費量予測時には、対象
車両の識別情報と作動情報に対応するデータをデータベースから検索した結果を燃料消費
量予測として用いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－２０３８２号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　前記したような物理モデルを用いた方法の場合、道路の三次元形状に関する情報が整備
されていない、あるいは精度が低い場合は、エネルギ消費量予測を実施できない、もしく
は予測の精度が低くなるという問題がある。
【０００９】
　また、プローブカーの実績に基づく方法の場合、過去にデータが収集されたことがない
、あるいはサンプル数が少ない車種における作動情報から算出されるエネルギ消費量は、
エネルギ消費量予測を実施できない、あるいは予測精度が低くなり、さらにすべての車種
・作動情報での予測をするには、多数のプローブカーを利用するか、長期間データ収集を
行う必要があるという問題がある。
【００１０】
　このような背景に鑑みて本発明がなされたのであり、本発明は、特定の走行パターン、
車両特性に依存しない、リンク固有の量である地形特徴量を利用して車両のエネルギ消費
量を予測することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決するため、本発明は、プローブカーから収集したエネルギ消費量を基に
、前記リンクの地形が消費エネルギに与える影響である地形特徴量をリンク毎に算出し、
前記地形特徴量を基に、処理対象として選択されたリンクの予測エネルギ消費量を算出す
ることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、特定の走行パターン、車両特性に依存しない、リンク固有の量である
地形特徴量を利用して車両のエネルギ消費量を予測することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１実施形態に係るエネルギ消費量予測システムの構成例を示す図である。
【図２】第１実施形態に係るプローブ送信データのフォーマット例を示す図である。
【図３】第１実施形態に係るプローブデータＤＢのフォーマット例を示す図である。
【図４】第１実施形態に係る車種特性ＤＢのフォーマット例を示す図である。
【図５】第１実施形態に係る地形特徴量生成処理の手順を示すフローチャートである。
【図６】第１実施形態に係る走行パターン推定概念図である。
【図７】第１実施形態に係る走行パターン分析処理の手順を示すフローチャートである。
【図８】第１実施形態に係る地形特徴量算出処理の手順を示すフローチャートである。
【図９】第１実施形態に係る地形特徴量ＤＢのフォーマット例を示す図である。
【図１０】ナビ端末から送信される予測エネルギ消費量要求のフォーマット例を示す図で
ある。
【図１１】第１実施形態に係るエネルギ消費量予測処理の手順を示すフローチャートであ
る。
【図１２】第１実施形態に係る予測エネルギ消費量配信データのフォーマット例を示す図
である。
【図１３】第１実施形態に係る経路探索処理の手順を示すフローチャートである。
【図１４】第１実施形態に係る経路表示例を示す図である（その１）。
【図１５】第１実施形態に係る経路表示例を示す図である（その２）。
【図１６】第２実施形態に係るエネルギ消費量予測システムの構成例を示す図である。
【図１７】第２実施形態に係る地形特徴量配信要求のフォーマット例を示す図である。
【図１８】第２実施形態に係る地形特徴量更新処理の手順を示すフローチャートである。
【図１９】第２実施形態に係る地形特徴量配信データのフォーマット例を示す図である。
【図２０】第２実施形態に係る経路探索処理の手順を示すフローチャートである。
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【発明を実施するための形態】
【００１４】
　次に、本発明を実施するための形態（「実施形態」という）について、適宜図面を参照
しながら詳細に説明する。
【００１５】
［第１実施形態］
　まず、図１～図１５を参照して、本発明に係る第１実施形態について説明する。
【００１６】
（システム構成）
　図１は、第１実施形態に係るエネルギ消費量予測システムの構成例を示す図である。
　エネルギ消費量予測システムＡは、通信ネットワーク４で互いに通信可能なナビゲーシ
ョンサーバ（以下、ナビサーバ１と記載）、ナビゲーション端末（以下、ナビ端末３と記
載）およびプローブカー２を有してなる。通信ネットワーク４は、無線ＬＡＮあるいはＬ
ＡＮ，無線ＬＡＮを経由したインターネット接続、あるいは携帯電話網などである。
【００１７】
　プローブカー２は、車種や、リンクデータなどをナビサーバ１に送信する機能を有する
。プローブカー２は、通信部２０１、センサ部２０２、ＧＰＳ（Global Positioning Sys
tem）受信部２０３、マップマッチング部２０４、道路地図ＤＢ（Data Base）２０５、処
理部２０６を有してなる。
　センサ部２０２は、プローブカー２自身のエネルギ消費量を測定する機能を有する。エ
ネルギ消費量の測定は、電気自動車であれば、電力量計によって電力の消費量を測定し、
内燃機関搭載車であれば、燃料流量計や、インジェクタ開弁時間の計測値に単位時間あた
りの噴射量を乗じた結果などから燃料消費量を測定する。
　ＧＰＳ受信部２０３は時刻と座標を収集するＧＰＳ機能を有する。
【００１８】
　道路地図ＤＢ２０５は、道路地図を格納している記憶装置である。道路地図は、道路を
構成するリンクの集合からなり、各リンクには、リンク番号、リンク長、高速、一般道路
といった道路種別、リンクの座標、他リンクとの接続関係などのリンク情報が属性情報と
して付されている。また、リンク情報には、そのリンクでの規制速度などが含まれていて
もよい。なお、リンクとは例えば交差点から交差点の間などの、道路上の一定区間を表す
ものであり、道路地図の構成単位となるものである。本実施形態では、道路の上下線は、
別々のリンクとして格納されているものとする。また、本実施形態では、道路地図ＤＢに
格納されているリンクに関する情報をリンク情報とし、プローブカー２から送られるリン
クに関する情報をリンクデータとして区別することとする。
【００１９】
　マップマッチング部２０４は、ＧＰＳ受信部２０３による時刻、座標の情報を基に、道
路地図に含まれるリンクに、マップマッチングすることで、走行したリンクを特定する。
プローブカー２の処理部２０６は、この結果とセンサ部２０２によるエネルギ消費量の情
報により、各リンクの通過時刻、旅行時間、エネルギ消費量を算出する。
【００２０】
　プローブカー２によって得られた各リンクの通過時刻、旅行時間、エネルギ消費量など
の情報は、プローブカー２を識別する機器ＩＤおよび、自車の車種を識別する車種情報な
どと共に、プローブ送信データとして、通信部２０１を介し、通信ネットワーク４を経由
して、ナビサーバ１に送信される。プローブ送信データの例は、図２を参照して後記する
。
【００２１】
　ナビサーバ１は、通信部１４１と、プローブデータＤＢ１３１と、道路地図ＤＢ１３２
と、車種特性ＤＢ１３３と、地形特徴量ＤＢ１３４と、地形特徴量生成部１００と、エネ
ルギ消費量予測部１２０とを有してなる。
　通信部１４１は、通信ネットワーク４を通じて、プローブカー２およびはナビ端末３と
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通信を行う機能を有する。
　プローブデータＤＢ１３１は、通信部１４１がプローブカー２から受信したしたプロー
ブ送信データを、図３で後記するフォーマットで保存している記憶装置である。
　道路地図ＤＢ１３２は、プローブカー２における道路地図ＤＢ２０５と同様である。
【００２２】
　車種特性ＤＢ１３３は、車種毎におけるエネルギ消費量特性を表すパラメータ類を、図
４で後記するフォーマットで格納している記憶装置である。
　地形特徴量生成部１００は、プローブカー２から取得したエネルギ消費量や、リンクに
関する情報を基に、地形特徴量を算出する地形特徴量算出部１０１を有している。算出さ
れた地形特徴量は、図９で後記するフォーマットで地形特徴量ＤＢ１３４に格納される。
【００２３】
　エネルギ消費量予測部１２０は、交通情報予測部１２１と予測エネルギ消費量算出部１
２２を有してなる。
　交通情報予測部１２１は、過去のリンク旅行時間を日種や時間帯別に分類して、集計す
ることによって作成した統計交通情報から、対象とするリンクの推定通過時刻に対応する
旅行時間を取得するなどして、予測リンク旅行時間を算出し、予測エネルギ消費量算出部
１２２にわたす機能を有する。
　予測エネルギ消費量算出部１２２は、交通情報予測部１２１からわたされた予測リンク
旅行時間と、地形特徴量を基に、対象となるリンクにおけるエネルギ消費量を予測する機
能を有する。予測されたエネルギ消費量と、予測対象のリンクに関する情報は、通信部１
４１によって、通信ネットワーク４を経由して、ナビ端末３に送信される。
【００２４】
　ナビ端末３は、通信部３０１と、出力部３０２と、入力部３０３と、ＧＰＳ受信部３０
４と、経路探索部３０５と、経路案内部３０６と、道路地図ＤＢ３０７とを有してなる。
　通信部３０１は、通信ネットワーク４を介してナビサーバ１との通信を行う機能を有す
る。
　出力部３０２はＬＣＤ（Liquid Crystal Display）などの表示装置であり、任意の図形
や文字をカラー表示可能なものである。
　入力部３０３は、ナビ端末３に設けられているボタン、あるいは出力部３０２のＬＣＤ
と一体化されたタッチパネルであり、ユーザからの各種入力を受け付けるものである。
　ＧＰＳ受信部３０４は、ＧＰＳ機能により、自車の現在の座標を取得する機能を有する
。
　道路地図ＤＢ３０７は、プローブカー２や、ナビサーバ１に格納されている道路地図Ｄ
Ｂ２０５，１３２と同様なので説明を省略する。
【００２５】
　経路探索部３０５は、予測エネルギ量をリンクのコストとして、道路地図中のリンク間
接続情報と合わせて、ダイクストラ法などの最小コスト経路探索アルゴリズムを用いるこ
とにより、出発地と目的地間のエネルギ消費量が最小となる経路（エネルギ消費量最小経
路）を探索する機能を有する。探索されたエネルギ消費量最小経路は、経路案内部３０６
にわたされる。
　経路案内部３０６は、経路探索部３０５からわたされたエネルギ消費量最小経路の情報
などを、道路地図ＤＢ３０７やＧＰＳ受信部３０４から取得した自車の現在位置とともに
、出力部３０２に表示する。ナビ端末３の案内に従うことで、ドライバはエネルギ消費量
が最小となる経路を走行可能となる。
【００２６】
（プローブ送信データ）
　図２は、第１実施形態に係るプローブ送信データのフォーマット例を示す図である。
　プローブ送信データは、プローブカー２からナビサーバ１に送信されるデータである。
　プローブ送信データは、プローブカー２の車種を示す車種情報、プローブカー２に搭載
されている情報収集装置（図示せず）の機器ＩＤ（Identification）、プローブカー２が
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走行したリンクに関するリンクデータが組の情報となっている。
　さらに、リンクデータは、対象となるリンクのリンク番号、リンクの通過日時、旅行時
間（［秒］）、そのリンクで消費したエネルギ消費量（［Ｊ］）を含んでなる。なお、リ
ンクの通過日時は、一般的にはリンクへの進入時刻だが、リンクの中間地点を通過した時
刻や、リンクの出口への到達時刻でもよい。また、エネルギ消費量については、電気自動
車と内燃機関搭載車を一括して取り扱えるように、電力消費量あるいは燃料消費量に相当
するエネルギ量［Ｊ］に規格化するものとする。
【００２７】
（プローブデータＤＢ）
　図３は、第１実施形態に係るプローブデータＤＢのフォーマット例を示す図である。
　プローブデータＤＢ１３１は、プローブカー２から送信されたプローブ送信データを逐
次的に蓄えておくＤＢであり、リンク番号、送信してきたプローブカー２の車種情報、送
信してきたプローブカー２に搭載されている収集装置（図示せず）の機器ＩＤ、リンクの
通過日時、リンクの旅行時間（［秒］）、エネルギ消費量（［Ｊ］）を有してなる。図３
に示す各情報は、図２に示す各情報と同様であるため、詳細な説明を省略する。
【００２８】
（車種特性ＤＢ）
　図４は、第１実施形態に係る車種特性ＤＢのフォーマット例を示す図である。
　車種特性ＤＢ１３３は、車種毎の特性に関する情報を格納している。
　車種特性ＤＢ１３３は、車種情報と、車両タイプと、車重（［ｋｇ］）と、基礎消費係
数（［Ｊ／ｓｅｃ］）と、エネルギ変換効率と、伝達効率と、回生効率と、空気抵抗係数
（［ｋｇ／ｍ］）とを有してなる。
　車種情報は、図２および図３における車種情報に対応する情報である。
　車両タイプは、内燃機関搭載車、電気自動車などの、動力源の種別を表す情報である。
　車重は、車両のみの重量に、人員の標準的な重量をあらかじめ加えたものである。人員
の標準的な重量は、平均乗車人数に、成人の平均体重を乗じることで算出できる。
　基礎消費係数とエネルギ変換効率については、後記する地形特徴量の説明を行う際に説
明する。伝達効率とは、トランスミッションなどの駆動系での損失を考慮したときに、内
燃機関あるいはモータが発生させたエネルギと、実際に走行に利用できるエネルギの比率
を表す量である。回生効率とは、電気自動車などにおいて、走行中に、減速や下り坂によ
って発生した余剰エネルギと、回生されるエネルギの比率を表し、内燃機関搭載車ではこ
れは０となる。空気抵抗係数は、車両走行中における車両と空気抵抗との抵抗の度合いを
示すものである。
　なお、基礎消費係数は、後記する式（５）における比例係数Ｆであり、エネルギ変換効
率は後記する式（１）におけるｅであり、伝達効率は後記する式（１）におけるηである
。さらに、回生効率は、式（４）におけるεである。
【００２９】
（地形特徴量の生成手順）
　次に、図５から図８を参照して、第１実施形態に係る地形特徴量の生成手順を説明する
。なお、第１実施形態では、まず、ナビサーバ１がプローブカー２から収集した情報を基
に、定期的に地形特徴量を予め算出しておく（図５～図８）。次に、ナビサーバ１が、あ
るリンクについてのエネルギ消費量予測の要求を、ナビ端末３から受けると、予め算出し
てあった地形特徴量を基に、該当するリンクのエネルギ消費量を予測し、予測結果をナビ
端末３へ配信する（図１１）。そして、エネルギ消費量の予測結果を受信したナビ端末３
は、配信された予測結果を基に経路探索を行う（図１３）。
【００３０】
　図５は、第１実施形態に係る地形特徴量生成処理の手順を示すフローチャートである（
適宜図１参照）。
　まず、地形特徴量算出部１０１は、処理対象リンクリストの生成処理を行う（Ｓ１０１
）。地形特徴量算出部１０１は、処理対象リンクを道路地図内の全リンク、あるいは、一
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定数のプローブデータが集まったリンク、前回の地形特徴量生成処理から一定期間が経過
したリンク、エネルギ消費量の予測精度が低いリンクなどの基準に基づいて選択したり、
あるいはこれらの組み合わせで選択したりする。また、後記する地形特徴量ＤＢ１３４中
に含まれる、データの信頼度の情報を用いて、信頼度が低いリンクを抽出して処理対象リ
ンクとしてもよい。一般に道路リンクは多数存在するため、このような基準で地形特徴量
算出を行う処理対象リンクを絞り込むことで、処理量を節減し、効率的な処理を行うこと
が可能となる。
【００３１】
　そして、地形特徴量算出部１０１は、作成した処理対象リンクリスト毎に、ステップＳ
１０３～Ｓ１０７の処理をループする（Ｓ１０２）。
　さらに、地形特徴量算出部１０１は、プローブカー２毎にステップＳ１０４～Ｓ１０７
の処理をループする（Ｓ１０３）。
　地形特徴量算出部１０１は、処理対象リンクに関するすべてのプローブデータを、プロ
ーブデータＤＢ１３１から読み込む（Ｓ１０４）。ここで、プローブデータとは、図３の
プローブデータＤＢ１３１の１行を指すものとする。この処理では、地形特徴量算出部１
０１が、図３に示すプローブデータＤＢ１３１に含まれるリンク番号をキーとした抽出を
行うが、処理対象リンクの全プローブデータを取得する以外に、所定の時点から、一定期
間内のプローブデータのみを抽出することで、最新の道路状況を反映することも可能であ
る。この場合の一定期間の決め方としては、前回処理以降のデータなどとすることが考え
られる。
【００３２】
　次に、地形特徴量算出部１０１は、ステップＳ１０４で取得した各プローブデータに対
応する車種特性データを車種特性ＤＢ１３３から読み込む車種特性読込処理を行う（Ｓ１
０５）。この処理は、地形特徴量算出部１０１が、取得したプローブデータに含まれる車
種情報をキーとして、車種特性ＤＢ１３３から該当する１行（車種特性データ）を読み込
むことで実施される。
　なお、プローブデータ中に、プローブカー２に搭載されたセンサ類あるいはドライバの
入力から得られた、車重などの情報が含まれている場合は、ステップＳ１０５で読み込む
データを、プローブデータ中の車重情報としてもよい。
【００３３】
　そして、地形特徴量算出部１０１は、ステップＳ１０４で読み込んだ各プローブデータ
のリンクに対応する道路地図の情報（リンク情報）を道路地図ＤＢ１３２から読み込む道
路地図読込処理を行う（Ｓ１０６）。この処理は、地形特徴量算出部１０１が、プローブ
データに含まれるリンク番号をキーとして、道路地図ＤＢ１３２から、該当するリンクに
関する情報を読み込むことで実施される。
【００３４】
　続いて、地形特徴量算出部１０１は、図６および図７を参照して後記する走行パターン
分析処理を行う（Ｓ１０７）。
　そして、すべてのプローブカー２毎にステップＳ１０４～Ｓ１０７のループ処理が終了
すると（Ｓ１０８）、地形特徴量算出部１０１は、図８を参照して後記する地形特徴量算
出処理を行う（Ｓ１０９）。
　さらに、すべての処理対象リンク毎のステップＳ１０３～Ｓ１０９のループ処理が終了
すると（Ｓ１１０）、地形特徴量算出部１０１は、地形特徴量生成処理を終了する。
【００３５】
（走行パターン分析処理）
　次に、図６および図７を参照して、図５のステップＳ１０７における走行パターン分析
処理の説明を行う。
　図６は、第１実施形態に係る走行パターン推定概念図であり、図７は、第１実施形態に
係る走行パターン分析処理の手順を示すフローチャートである。
　走行パターン分析処理では、地形特徴量算出部１０１が、プローブデータと道路地図の
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情報（リンク情報）から、リンク内における走行パターンの分析を行う。ここでいう走行
パターンとは、車両のリンク内での速度と加減速のパターンである。なお、走行パターン
分析処理は、ステップＳ１０４で読み込んだプローブデータに対して実施される処理であ
る。
【００３６】
　まず、本実施形態に係る走行パターン分析処理の概要を説明する。
　本実施形態は、プローブカー２から収集した、電力消費量（［Ｗｈ］）や燃料消費量（
［ｃｃ］）を変換したエネルギ消費量（［Ｊ］）の情報から、走行パターンや、車種の影
響を除去することで、地形の影響（地形特徴量）のみを取り出すことを目的としている。
従って、地形特徴量算出部１０１が、走行パターンの分析を行い、エネルギ消費量への影
響を算出することが必要である。しかし、プローブデータ（プローブＤＢ）が図２に示す
ような形式の場合、そこには車両（プローブカー２）の、リンクの通過日時、旅行時間、
エネルギ消費量の情報しかないため、平均走行速度以外の情報を、プローブデータから直
接的に算出することができない。そこで、プローブデータと道路地図の情報（リンク情報
）を利用することで、地形特徴量算出部１０１が、リンク内での車両の加減速の状況を推
定し、走行パターンのエネルギ消費量への影響を算出することを可能にする。
【００３７】
　なお、プローブデータが図２に示すような形式ではなく、速度の時間変化のような詳細
な情報を含む場合も考えられるが、その場合でも本実施形態のように、平均速度の情報の
みを利用して、走行パターンを推定することで、プローブカー２、ナビサーバ１間の通信
負荷や、分析に要する処理負荷を大幅に削減できるメリットがある。
【００３８】
　本実施形態において、各プローブカー２のリンク内での走行パターンを、平均速度ＶＡ

ＶＥ、渋滞度Ｊ、最高速度ＶＭＡＸ［ｍ／ｓ］、加減速回数Ｎ［回］、加減速確率ＰＡＣ

Ｃにより指標化して表現する。
　図６を参照して、本実施形態における走行パターン推定の概念を説明しつつ、図７に沿
って、第１実施形態に係る走行パターン分析処理の手順を説明する。
　実際の車両の走行では、速度は多様に変化するが、本実施形態では、最高速度ＶＭＡＸ

での一定速走行と、一定加速度Ｇ［ｍ／ｓ２］での加減速走行として単純化して表現する
。
【００３９】
　まず、地形特徴量算出部１０１は、プローブカー２の旅行時間Ｔと道路地図（リンク情
報）から取得したリンク長Ｌから、平均速度ＶＡＶＥをＶＡＶＥ＝Ｌ／Ｔとして算出する
（Ｓ２０１）。
【００４０】
　次に、地形特徴量算出部１０１は、算出した平均速度ＶＡＶＥから渋滞度Ｊを算出する
（Ｓ２０２）。渋滞度は速度領域ごとに決定し、例えば一般道路では、ＶＡＶＥ≧３０ｋ
ｍ／ｈのときＪ＝１、３０ｋｍ／ｈ＞ＶＡＶＥ≧１０ｋｍ／ｈのときＪ＝２、１０ｋｍ／
ｈ＞ＶＡＶＥのときＪ＝３と定める。同様に、高速道路では、渋滞度Ｊは、例えば、ＶＡ

ＶＥ≧６０ｋｍ／ｈのときＪ＝１、６０ｋｍ／ｈ＞ＶＡＶＥ≧４０ｋｍ／ｈのときＪ＝２
、４０ｋｍ／ｈ＞ＶＡＶＥのときＪ＝３と定める。つまり、本実施形態において、渋滞度
Ｊは、平均速度から定めるものとする。これは、渋滞していないときは、リンク内の平均
速度は速く、渋滞しているときは、リンク内の平均速度は遅いと推測されるからである。
【００４１】
　そして、地形特徴量算出部１０１は、リンク内における車両の最高速度ＶＭＡＸを、渋
滞度Ｊとリンク情報に含まれる道路種別、規制速度より算出する（Ｓ２０３）。例えば、
一般道路では、Ｊ（渋滞度）＝１のときＶＭＡＸは、そのリンクの規制速度とし、Ｊ＝２
では、渋滞度Ｊ算出時に用いた速度領域の上限値である。ＶＭＡＸ＝３０ｋｍ／ｈ、Ｊ＝
３でも同様に、ＶＭＡＸ＝１０ｋｍ／ｈと定める。同様に、高速道路では、Ｊ＝１のとき
ＶＭＡＸは規制速度とし、Ｊ＝２ではＶＭＡＸ＝６０ｋｍ／ｈ、Ｊ＝３ではＶＭＡＸ＝４



(11) JP 5135308 B2 2013.2.6

10

20

30

40

50

０ｋｍ／ｈと定める。
【００４２】
　続いて、地形特徴量算出部１０１は、加減速回数Ｎを、Ｎ＝Ｔ／ＴＣから算出する（Ｓ
２０４）。この式において、Ｔはリンク旅行時間であり、ＴＣは道路種別により決まる定
数であるとする。ちなみに、一般道路では信号機などの影響を多く受けるので、高速道路
に比べ、加減速が多く発生する。従って、一般道路でのＴＣをＴＣＡ、高速道路でのＴＣ

をＴＣＢとし、ＴＣＡ＜ＴＣＢとしてもよい。つまり、本実施形態では、旅行時間Ｔが多
いほど、加減速回数が多くなり、旅行時間Ｔが短いほど、加減速回数が少なくなるものと
推定する。
【００４３】
　次に、地形特徴量算出部１０１は、ここまでに算出したＶＭＡＸ，Ｎを用い、加減速加
速度の大きさＧ，リンク長Ｌから加減速確率ＰＡＣＣを算出する（Ｓ２０５）。なお、Ｇ
はモデルのパラメータとして与えられるものであり、例えばプローブデータから平均の加
減速加速度を算出するなどして、設定可能なものである。また、ここで言う加減速確率と
は、リンク長と、加速あるいは減速に費やされた距離との割合を表すものである。図６に
示す例（Ｎ＝２、横軸＝リンク始端からの距離、縦軸＝速度）では、（加速確率）＝（Ｂ
＋Ｄ）／Ｌ、（減速確率）＝（Ａ＋Ｃ）／Ｌのように算出できる。図６に示すように、Ａ
，Ｃは加速に費やした距離、Ｂ，Ｄは減速に費やした距離である。一般に、加速確率と減
速確率は異なると考えられるが、加減速加速度の大きさＧが加速時と減速時に等しいと単
純化した場合、ＬＡＣＣ（加減速に費やした距離）＝Ａ＝Ｂ＝Ｃ＝Ｄとなり、加速確率と
減速確率は等しいとすることができるので、まとめて加減速確率ＰＡＣＣと表す。このと
き、ＬＡＣＣ＝ＶＭＡＸ

２／２Ｇと算出できることから、ステップＳ２０４で算出したＮ
と併せて、ＰＡＣＣ＝Ｎ×ＬＡＣＣ／Ｌとすることで加減速確率を算出できる。
【００４４】
　以上のようにして、プローブデータからリンク内での走行パターンを指標化する、走行
パターン分析処理の処理が完了する。本実施形態では、渋滞度、最大速度、加減速回数、
加減速確率などを単純化しているが、このようにすることで、処理負荷を軽減することが
できる。もちろん、これらの値の実測値が存在する場合は、それらを使用してもよい。
【００４５】
（地形特徴量算出処理）
　次に、図５のステップＳ１０９に相当する地形特徴量算出処理について説明する。地形
特徴量算出処理では、図７の走行パターン分析処理で算出された走行パターンの各指標と
、車種特性ＤＢ１３３の情報を利用して、プローブデータ中のエネルギ消費量情報から走
行パターンと車種の影響を除し、エネルギ消費量への地形の影響のみを取り出した特徴量
である地形特徴量を算出する。
【００４６】
　地形特徴量算出処理の説明に入る前に、ここで車両のエネルギ消費モデルと、地形特徴
量の定義について説明する。
　車両のエネルギ消費の内訳は大きく、車両の走行に必要な力学的エネルギに転換される
部分と、車両の走行に必要な力学的エネルギに転換されない部分に分けることができる。
ここでは前者を走行消費、後者を基礎消費と呼ぶことにすると、下記式（１）のようにな
る。
【００４７】
（車両のエネルギ消費）＝（（走行消費）／η＋（基礎消費））／ｅ　・・・　（１）
【００４８】
　式（１）におけるｅは、電池に蓄えられた電力の消費や、燃料消費といった車両のエネ
ルギ消費から、基礎消費・走行消費といった、実際に車両の運行に利用されたエネルギへ
の変換効率を示すものである。本実施形態では、これをエネルギ変換効率と呼び、車種特
性ＤＢ１３３中に保存する。
【００４９】
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　まず、走行消費について考えると、走行消費の要因内訳としては、地形の影響による消
費、空気抵抗による消費、加減速による消費などが挙げられる。ただし、空気抵抗は、高
速走行時以外は小さな値しか持たないことから、本実施形態においては、計算に含めない
ものとする。もちろん、空気抵抗を考慮して走行消費を算出してもよい。
【００５０】
　ここで、地形の影響による消費とは、リンク内の起伏による位置エネルギ変化による消
費と、道路の材質などの影響による摩擦による消費、を含むものである。また、電気自動
車などの場合には、リンク内の起伏による位置エネルギからの回生の影響も考えられる。
さらに、摩擦は車種による差の影響が大きくないとして、摩擦影響は全車種で共通とする
ことが可能である。この場合、地形の影響による消費は、車重Ｗに比例することとなる。
【００５１】
　走行消費によって、電池に蓄えられた電力量の消費・燃料の消費といった車両のエネル
ギ消費が発生するのは、上記の各要因の和が正の場合のみであり、負の場合は力学的エネ
ルギの変化に新たなエネルギ消費を必要としない。あるいは電気自動車の場合には、下り
坂や減速などのために、上記の各要因の和が負となる場合には、エネルギの余剰が発生し
ていることから、回生が働くことも考えられる。このように、各要因の和の正負によって
、エネルギ消費が変化することから、地形の影響は、走行パターンの影響によっても変化
する。
【００５２】
　そこで、本実施形態では、走行パターン分析処理（図７）において、リンク内での加減
速確率ＰＡＣＣを算出していることを利用して、地形影響の内、起伏と摩擦による消費の
部分Ｕを、加速時の影響ＭＡＣＣ，一定速時の影響ＭＣＯＮＳＴ，減速時の影響ＭＤＥＣ

とを用いて下記式（２）で表す（Ｗは車重）。
【００５３】
Ｕ＝Ｗ×（ＭＡＣＣ×ＰＡＣＣ＋ＭＣＯＮＳＴ×（１－２×ＰＡＣＣ）＋ＭＤＥＣ×ＰＡ

ＣＣ）　・・・　（２）
【００５４】
さらに、地形影響の内、回生による部分Ｕａも同様に、加速時の影響ＫＡＣＣ，一定速時
の影響ＫＣＯＮＳＴ，減速時の影響ＫＤＥＣとすると、回生効率εを用いて下記式（３）
で表す。
【００５５】
Ｕａ＝εＷ×（ＫＡＣＣ×ＰＡＣＣ＋ＫＣＯＮＳＴ×（１－２×ＰＡＣＣ）＋ＫＤＥＣ×
ＰＡＣＣ）・・・（３）
【００５６】
　これにより地形の影響全体は、Ｕ＋Ｕａで表され、ＭＡＣＣ，ＭＣＯＮＳＴ，ＭＤＥＣ

，ＫＡＣＣ，ＫＣＯＮＳＴ，ＫＤＥＣは、特定の走行パターン、車両特性に依存しない、
リンク固有の量となる。本実施形態においては、これらの量（ＭＡＣＣ，ＭＣＯＮＳＴ，
ＭＤＥＣ，ＫＡＣＣ，ＫＣＯＮＳＴ，ＫＤＥＣ）を地形特徴量とする。
【００５７】
　また、走行消費内におけるその他成分について、加減速による消費ＥＡＣＣは、走行パ
ターン分析処理（図７）で得られたＶＭＡＸとＮ，および車両特性の車重Ｍと回生効率ε
から、式（４）で算出可能である。
【００５８】
ＥＡＣＣ＝（１－ε）Ｎ×Ｗ×ＶＭＡＸ

２／２　・・・　（４）
【００５９】
　次に、基礎消費について説明する。基礎消費の要因内訳としては、内燃機関を搭載した
車両の場合、内燃機関の内部抵抗による消費が考えられ、また、内燃機関搭載車両・電気
自動車共に、エアコンによる消費、ヘッドライトによる消費、ワイパーによる消費、その
ほか電気・電子機器による消費などを挙げることができる。
【００６０】
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　ここで、基礎消費の各成分と、地形や走行パターンの関係を考えると、内燃機関の内部
抵抗による消費は、内燃機関の回転を維持するための消費であり、アイドリング時にも消
費される。従って、走行時間に比例する量であり、速度や加減速との相関は小さいと考え
ることができる。また、エアコンやヘッドライト、ワイパあるいは電気・電子機器による
消費は、作動のＯＮ／ＯＦＦは発生するものの、速度・加減速とは無関係であり、平均す
ればエネルギ消費は時間に比例すると考えることができる。
【００６１】
　以上のことから、基礎消費に関しては、時間に比例する要因であると考えることができ
、処理対象リンク内での基礎消費量ＥＢＡＳＥ［Ｊ］は、比例係数をＦ［Ｊ／ｓｅｃ］、
旅行時間をＴ［ｓｅｃ］とすると、下記式（５）で表すことで単純化することができる。
【００６２】
ＥＢＡＳＥ＝Ｆ×Ｔ　・・・　（５）
【００６３】
　なお、比例係数Ｆは、事前に対象車両が走行していない状態での、時間あたりエネルギ
消費量を測定することにより算出可能である。また、この比例係数Ｆを、本実施形態では
基礎消費係数と呼び、車種特性ＤＢ１３３中に保存するものとする。
　このように、本実施形態では、基礎消費量を単純化することで、プローブカー２、ナビ
サーバ１間の通信負荷や、処理負荷の軽減を図っているが、各値の実測値を取得すること
ができるのであれば、実測値を用いてもよい。
【００６４】
　以上より、車両のエネルギ消費モデルとして、車両のエネルギ消費量をＱ［Ｊ］とした
とき、下記式（６）に示すエネルギ消費モデルを得ることができる。
【００６５】
Ｑ＝（（Ｕ＋Ｕａ＋ＥＡＣＣ）／η＋ＥＢＡＳＥ）／ｅ　・・・　（６）
【００６６】
　この式（６）は、エネルギ消費量を、地形特徴量、走行パターン、車両特性で表現した
関数なので、関数をｆとして表現すると、下記式（７）のように表現することも可能であ
る。
【００６７】
（エネルギ消費量）＝ｆ（（地形特徴量）、（走行パターン）、（車両特性））　・・・
　（７）
【００６８】
　プローブデータからエネルギ消費量や、リンク旅行時間を得ることができ、図７の処理
から走行パターン（具体的には、加減速確率ＰＡＣＣ）を得ることができ、車種特性ＤＢ
１３３から車種特性の情報を、プローブカー２毎に複数組得ることができるので、これら
の値を式（２）～式（６）に代入し、代入した式（６）を、連立方程式などの手法を用い
て地形特徴量（ＭＡＣＣ，ＭＣＯＮＳＴ，ＭＤＥＣ，ＫＡＣＣ，ＫＣＯＮＳＴ，ＫＤＥＣ

）に関して解くか、あるいは最小二乗法や、重回帰分析などの近似的な解法によって、地
形特徴量の各値について解くことにより、地形特徴量の各値を算出することができる。
【００６９】
　以上に示した、車両エネルギ消費モデルと地形特徴量の定義を前提とし、図８を参照し
て地形特徴量算出処理（図５のステップＳ１０９に相当）の処理手順について説明する。
　図８は、第１実施形態に係る地形特徴量算出処理の手順を示すフローチャートである。
　まず、地形特徴量算出部１０１は、図５のステップＳ１０４で読み込んだすべての個別
プローブデータ毎にステップＳ３０２の処理をループさせる（Ｓ３０１）。
【００７０】
　地形特徴量算出部１０１は、車両の内部抵抗および搭載機器によるエネルギ消費量であ
る基礎消費量ＥＢＡＳＥ、および車両の力学的エネルギの変化に寄与するエネルギ消費量
である走行消費量ＥＡＣＣの算出処理を行う（Ｓ３０２）。基礎消費量ＥＢＡＳＥは、式
（５）で示すように、リンク旅行時間がわかれば、算出できる。また、走行消費量ＥＡＣ
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Ｃは、プローブカー２から送られたエネルギ消費量から基礎消費量ＥＢＡＳＥを減算する
ことで算出できる。
　すべての個別プローブデータに対するステップＳ３０２の処理が終了すると（Ｓ３０３
）、地形特徴量算出部１０１は、使用したプローブデータ数（データ数）が、予め設定し
てあるＺ個以上であるか否かを判定する（Ｓ３０４）。
　地形特徴量を求める際には、基礎消費量ＥＢＡＳＥ、走行消費量ＥＡＣＣの算出結果と
、走行パターン分析処理の結果、車種特性の取得結果を用いて、すべてのプローブデータ
に対して、式（６）を成立させ、これらの式（６）を地形特徴量の各値に関して連立させ
たり、最小二乗法などを用いたりすることにより解（地形特徴量）を得る。本実施形態で
は、地形特徴量が６個あるため、連立方程式を利用して、地形特徴量を算出する場合、最
低限６個のプローブデータがあれば（つまり、式（６）が６つあれば）、連立方程式を解
くことが可能である。しかし、実際のプローブデータには、様々な要因による誤差が含ま
れることが考えられることから、少数のデータのみから算出を実施することは、結果の信
頼性の点で好ましくない。そこで、ステップＳ３０４において、予め定められた個数Ｚ個
以上のプローブデータが存在しているかを確認し、データ数がＺ個未満の場合（Ｓ３０４
→Ｎｏ）、つまりデータ数が過小な場合、地形特徴量算出部１０１は、地形特徴量算出を
行わずに図８の処理を終了し、図５の処理へリターンする。
【００７１】
　ステップＳ３０４において基準となる閾値Ｚの決定のためには、例えば十分なデータ数
が集まっているリンクにおいて、ランダムにＸ個のデータを抽出して地形特徴量生成を行
う作業を複数回実施し、生成された地形特徴量のばらつきが、十分小さくなる個数Ｘを、
閾値Ｚとして、予め定めるといった方法が考えられる。
【００７２】
　また、プローブデータに含まれる誤差のために、連立方程式が完全には成立しないこと
が考えられる。この場合は、例えば最小二乗法や、重回帰分析などの手法を用いることで
、最も確からしい値として地形特徴量を決定すればよい。
【００７３】
　ステップＳ３０４において、データ数がＺ個以上である場合（Ｓ３０４→Ｙｅｓ）、地
形特徴量算出部１０１は、電気自動車に関するプローブデータ数（データ数）が、予め設
定されたＺ個以上であるか否かを判定する（Ｓ３０５）。ここで、ステップＳ３０５にお
ける閾値Ｚを、ステップＳ３０４における閾値Ｚと同数としたが異なる数としてもよい。
【００７４】
　ステップＳ３０５の結果、電気自動車に関するデータ数がＺ個未満である場合（Ｓ３０
５→Ｎｏ）、地形特徴量のうち、内燃機関搭載車両に関する地形特徴量ＭＡＣＣ、ＭＣＯ

ＮＳＴ、ＭＤＥＣのみの算出処理を行う（Ｓ３０６）。
　また、ステップＳ３０５の結果、電気自動車に関するデータ数がＺ個以上である場合（
Ｓ３０５→Ｙｅｓ）、全地形特徴量（（ＭＡＣＣ，ＭＣＯＮＳＴ，ＭＤＥＣ，ＫＡＣＣ，
ＫＣＯＮＳＴ，ＫＤＥＣ）の算出処理を行う（Ｓ３０７）。
　つまり、例えば内燃機関搭載車のプローブデータしか存在していないか、電気自動車な
ど、回生が発生する車種に関するプローブデータが十分に取得されていない場合、地形特
徴量算出部１０１は、式（３）に関する電気自動車の地形特徴量ＫＡＣＣ，ＫＣＯＮＳＴ

，ＫＤＥＣを算出することができない。しかし、このような場合でも、式（２）に関する
内燃機関搭載車の地形特徴量ＭＡＣＣ，ＭＣＯＮＳＴ，ＭＤＥＣのみを算出することも考
えられる。ＭＡＣＣ、ＭＣＯＮＳＴ、ＭＤＥＣのみであっても、内燃機関搭載車に対する
エネルギ消費量予測算出を行うことは可能であり、十分な利用価値を持つといえる。そこ
で、ステップＳ３０５では、地形特徴量算出部１０１が、取得したプローブデータの車両
タイプを基に、各プローブデータの車種を確認し、電気自動車などのデータ個数が、Ｚ個
（所定の値）より小さい場合には、ステップＳ３０６においてＭＡＣＣ、ＭＣＯＮＳＴ、
ＭＤＥＣのみ算出処理を行い、Ｚ個より大きい場合には、ステップＳ３０７において全地
形特徴量の算出処理を行う。
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【００７５】
　ステップＳ３０６におけるＭＡＣＣ、ＭＣＯＮＳＴ、ＭＤＥＣのみの算出処理、および
ステップＳ３０７における全地形特徴量算出処理では、前記したように、連立方程式によ
って地形特徴量を算出してもよいし、最小二乗法などの解法により、最も確からしい地形
特徴量を算出してもよい。
【００７６】
　ステップＳ３０６またはステップＳ３０７の処理後、地形特徴量算出部１０１は、算出
した地形特徴量の各値を地形特徴量ＤＢ１３４に保存する保存処理を行った（Ｓ３０８）
後、図５の処理へリターンする。
【００７７】
（地形特徴量ＤＢ）
　図９は、第１実施形態に係る地形特徴量ＤＢのフォーマット例を示す図である。
　地形特徴量ＤＢ１３４には、ＭＡＣＣ、ＭＣＯＮＳＴ、ＭＤＥＣ、ＫＡＣＣ、ＫＣＯＮ

ＳＴ、ＫＤＥＣの各地形特徴量がリンク番号、該当する地形特徴量の算出日時である作成
日時に対応付けられて格納されている。また、図９に示すように、地形特徴量に信頼度を
付与することも可能である。信頼度は例えば、作成に使用したプローブデータのデータ数
とすることが考えられる。
【００７８】
　図５、図７、図８の処理により、プローブカー２の走行実績から、道路リンクまたは道
路上区間で地形がエネルギ消費量へ及ぼした影響を表す量である地形特徴量を算出する地
形特徴量算出処理が完了する。
【００７９】
（エネルギ消費量予測処理）
　次に、算出した地形特徴量を利用した、ナビサーバ１でのエネルギ消費量予測方法につ
いて説明する。
【００８０】
　図１０は、ナビ端末から送信される予測エネルギ消費量要求のフォーマット例を示す図
であり、図１１は第１実施形態に係るエネルギ消費量予測処理の手順を示すフローチャー
トである。
【００８１】
　エネルギ消費量予測部１２０は、通信部１４１が、サービス対象車両のナビ端末３から
の予測エネルギ消費量要求を受けた場合に作動し、予測の要求があったリンク、あるいは
予測の要請があった地域内のリンクを処理対象リンクとして、以下に示すエネルギ消費量
予測を実施する。この際、ナビ端末３は、図１０に示すようなフォーマット例の予測エネ
ルギ消費量要求をナビサーバ１に送信することで、エネルギ消費量予測の要求を行う。
　図１０に示すように、予測エネルギ消費量要求は、ナビ端末３を搭載している車両の車
種情報や、ナビ端末３の機器ＩＤや、要求を行った時間である要求実施時間などとともに
、エネルギ消費量の予測を行ってほしいリンクのリストである要求リンク番号リストが組
となっている。
【００８２】
　そして、図１１に示すように、ナビサーバ１の通信部１４１が、ナビ端末３から送信さ
れた予測エネルギ消費量要求を受信すると（Ｓ４０１）、予測エネルギ消費量算出部１２
２は、受信した予測エネルギ消費量要求の要求リンク番号リストに記述されているリンク
番号を処理対象リンクとし、この処理対象リンク毎にステップＳ４０３～Ｓ４０７の処理
をループさせる（Ｓ４０２）。
【００８３】
　エネルギ消費量予測部１２０の交通情報予測部１２１は、過去のリンク旅行時間を日種
や時間帯別に分類して、集計することによって作成した統計交通情報から、対象とするリ
ンクの推定通過時刻に対応する旅行時間を取得するなどして、予測リンク旅行時間ＴＰＲ

ＥＤを算出し、算出した予測リンク旅行時間ＴＰＲＥＤを予測エネルギ消費量算出部１２
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２にわたす。なお、ここでリンクの推定通過時刻は、交通情報予測部１２１が、例えば現
在位置からリンクまでの直線距離を、あらかじめ統計交通情報により算出しておいて、そ
の地域での平均の車両速度で割って得た時間を、現在時刻に加算するなどして得る方法が
考えられる。
【００８４】
　そして、予測エネルギ消費量算出部１２２は、交通情報予測部１２１から処理対象リン
クの予測リンク旅行時間を取得する予測リンク旅行時間取得処理を行う（Ｓ４０３）。
【００８５】
　次に、予測エネルギ消費量算出部１２２は、エネルギ消費量予測要求に含まれる車種情
報をキーとして、車種特性ＤＢ１３３から該当する車種特性データを読み込む車種特性読
込処理を行う（Ｓ４０４）。ここで、予測エネルギ消費量要求に、ナビ端末３搭載車での
センサ情報あるいはユーザ入力などにより入力された車重などの情報が含まれているよう
な場合は、車種特性データの代わりに、予測エネルギ消費量要求に含まれている車種特性
を使用してもよい。
【００８６】
　そして、予測エネルギ消費量算出部１２２は、処理対象リンクのリンク番号をキーとし
て、地形特徴量ＤＢ１３４から該当する各地形特徴量を読み込む地形特徴量読込処理を行
う（Ｓ４０５）。
【００８７】
　そして、予測エネルギ消費量算出部１２２は、ステップＳ４０３で交通情報予測部１２
１からわたされた予測リンク旅行時間を用いて、処理対象リンク内での速度、加減速とい
った走行パターンを予測する走行パターン予測処理を行う（Ｓ４０６）。ステップＳ４０
６の処理は、図７で前記した走行パターン分析処理において、プローブカー２から得たリ
ンク旅行時間Ｔを予測リンク旅行時間ＴＰＲＥＤにした以外は、図７の処理と同様である
ため詳細な説明を省略する。従って、ステップＳ４０６の結果は、図７と同様に、平均速
度ＶＡＶＥ、渋滞度Ｊ、最高速度ＶＭＡＸ［ｍ／ｓ］、加減速回数Ｎ［回］、加減速確率
ＰＡＣＣとなる。
【００８８】
　次に、予測エネルギ消費量算出部１２２は、ステップＳ４０３およびステップＳ４０４
で取得した予測リンク旅行時間や、車種特性データや、ステップＳ４０５で取得した地形
特徴量や、ステップＳ４０６で算出した各値を、式（２）～（６）の各値に代入すること
により、予測エネルギ消費量を算出する予測エネルギ消費量算出処理を行う（Ｓ４０７）
。ただし、この際にリンク旅行時間Ｔの代わりに、予測リンク旅行時間ＴＰＲＥＤを用い
ることとする。
【００８９】
　そして、処理対象リンク毎におけるステップＳ４０３～Ｓ４０７のループが終了すると
（Ｓ４０８）、予測エネルギ消費量算出部１２２は、図１２に示すような予測エネルギ消
費量配信データを生成し、この予測エネルギ消費量配信データをステップＳ４０１で予測
エネルギ消費量要求してきたナビ端末３へ配信する配信処理を行って（Ｓ４０８）、エネ
ルギ消費量予測処理を終了する。
【００９０】
（予測エネルギ消費量配信データ）
　図１２は、第１実施形態に係る予測エネルギ消費量配信データのフォーマット例を示す
図である。
　図１２に示すように、要求元のナビ端末３のＩＤである宛先機器ＩＤとともに、リンク
番号と、予測エネルギ消費量（［Ｊ］）と、ステップＳ４０３の段階で算出された予測リ
ンク旅行時間である予測旅行時間とが組の情報となっている予測結果リストを有する。こ
のように、予測エネルギ消費量とともに、予測リンク旅行時間もナビ端末３へ配信するこ
とが望ましい。
【００９１】
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（経路探索処理）
　図１３は、第１実施形態に係る経路探索処理の手順を示すフローチャートである。
　ナビ端末３の経路探索部３０５は、入力部３０３を介して出発地・目的地の入力と、経
路探索の開始指示を受け付ける出発地・目的地・探索開始指示受付処理を行う（Ｓ５０１
）。出発地は、ユーザより入力された出発地でなくても、ＧＰＳ受信部３０４を介して取
得した自車位置としてもよい。
【００９２】
　次に、経路探索部３０５は、エネルギ消費量予測対象リンクリストの生成を行う（Ｓ５
０２）。エネルギ消費量予測対象リンクとして、経路探索部３０５は、出発地・目的地間
の経路に含まれる可能性が高いリンクを抽出し、このリンクをエネルギ消費量予測対象リ
ンクとする。これは、例えば、出発地・目的地間を結ぶ直線から、一定距離以内にあるす
べてのリンクを道路地図から抽出するといった方法が考えられる。
【００９３】
　そして、経路探索部３０５は、ステップＳ５０２で生成したエネルギ消費量予測対象リ
ンクリストを含む予測エネルギ消費量要求（図１０）を生成し、この予測エネルギ消費量
要求を通信部３０１を介して、ナビサーバ１へ送信する（Ｓ５０３）。なお、予測エネル
ギ消費量要求に含まれる車種情報は、ユーザまたはナビメーカ、カーメーカなどによって
、予め設定されているものとする。
【００９４】
　そして、通信部３０１が、予測エネルギ消費量要求に対する応答として予測エネルギ消
費量配信データ（図１２）を受信すると（Ｓ５０４）、経路探索部３０５は、配信された
予測エネルギ消費量をリンクのコストとして、道路地図ＤＢ３０７中のリンク間接続情報
と合わせ、ダイクストラ法などの最小コスト経路探索アルゴリズムを用いて、出発地と目
的地間のエネルギ消費量が最小となる経路を探索する経路探索処理を行う（Ｓ５０５）。
探索されたエネルギ消費量最小経路は、経路案内部３０６にわたされる。
【００９５】
　経路案内部３０６は、経路探索部３０５からわたされた経路の情報を、道路地図ＤＢ３
０７やＧＰＳ受信部３０４から取得した自車の現在位置とともに、出力部３０２に表示す
る。これによりドライバは、ナビ端末３の案内に従うことで、エネルギ消費量が最小とな
る経路を走行可能となる。
【００９６】
（経路表示例）
　図１４および図１５は、第１実施形態に係る経路表示例を示す図である。
　図１４の例では、経路案内部３０６が、エネルギ消費量を燃料消費量に換算して、エネ
ルギ消費量最小経路と、最短旅行時間経路との両方を出力部３０２に比較表示させている
。図において、符号１４０１は、自車位置と走行方向を示すマークである。符号１４０２
は、目的地を示している。そして、経路１４１１はエネルギ消費量最小経路を示しており
、経路１４１２は最短旅行時間経路を示している。また符号１４２１は、両経路１４１１
，１４１２の、旅行時間と燃料消費量と走行距離の予測値を示している、図１４はエネル
ギ消費量最小経路と最短旅行時間経路の比較であるが、最短距離経路と、エネルギ消費量
最小経路と最短旅行時間経路のいずれか、あるいは３経路を同時に表示して比較可能とし
てもよい
【００９７】
　これらの情報が表示されることで、エネルギ消費量削減、旅行時間削減、走行距離削減
といった、個々のドライバの希望に添った経路を選択し、走行することが可能となる。ま
た、この画面において、経路１４１１，１４１２のいずれかの経路、あるいは符号１４２
１に表示されているいずれかのルートの結果を、ユーザがタッチパネルなどにより選択す
ることで、どちらかのルートのみを表示するよう表示を変更したり、選択された経路に対
して、画面表示や音声による、右左折地点の提示といった、経路案内を開始したりしても
よい。
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【００９８】
　また、経路案内部３０６は、ナビサーバ１より受信した予測エネルギ消費量を、経路上
のみでなく、出力部３０２に表示されている経路以外の道路に対しても、エネルギ消費量
の大小によって色分けするなどして表示してもよい。色分けの方法としては、例えば、車
輌の平均的なエネルギ消費量（平均エネルギ消費量）よりもエネルギ消費量が小さい（平
均比０％以下）リンクを緑に、エネルギ消費量が平均エネルギ消費量より０％から３０％
（平均比０～３０％）多いリンクを黄色に、それ以上、エネルギ消費量が大きい（平均比
＋３０％以上）リンクを赤にするなどの方法が考えられる。ここで、エネルギ消費量は、
予測エネルギ消費量と、プローブデータに含まれるエネルギ消費量の双方を含むものであ
る。また、平均比とは、例えば、エネルギ消費量（ａ）と平均エネルギ消費量（ｂ）との
差（ａ－ｂ）を算出し、この差と平均エネルギ消費量（ｂ）に対する比率を算出したもの
である。つまり、（ａ－ｂ）／ｂである。
【００９９】
　図１５に、エネルギ表示例を示す。この例では、画面内の経路をエネルギ消費量が大き
い（平均比＋３０％以上）・普通（平均比０～３０％）・小さい（平均比０％以下）の三
段階に分けて表示しており、符号１５１１にその凡例が示されている。なお、符号１５１
２は自車位置を示すマークである。
【０１００】
　表示方法としては他に、予測エネルギ消費量が大きいリンクのみを表示することで、ド
ライバがそのようなリンクを迂回することを容易にする、あるいは予測エネルギ消費量が
小さいリンクのみを表示することで、ドライバがそのようなリンクを積極的に選択して走
行することを容易にすることも考えられる。
【０１０１】
　以上により、プローブカー２の走行実績に基づいて予測されたエネルギ消費量を、サー
ビス対象車両のナビ端末３で利用可能にすることを特徴とする、エネルギ消費量予測方法
およびナビシステムが実現する。
【０１０２】
（第１実施形態のまとめ）
　第１実施形態によれば、予測エネルギ消費量の算出をナビサーバ１側で行うため、ナビ
端末３側ではエネルギ消費予測処理を行う必要がない。このため、地形特徴量ＤＢ１３４
や車種特性ＤＢ１３３をナビ端末３内に保持する必要がないため、ナビ端末３内のＨＤＤ
（Hard Disk Drive）やフラッシュメモリなどの、記憶領域を節約することができる。ま
た、一般にナビサーバ１の処理能力は、ナビ端末３よりも高いと考えられるので、処理時
間の短縮やナビ端末３のＣＰＵのコスト削減などを実現できるメリットがある。
【０１０３】
　また、この際に、ナビサーバ１から配信される予測エネルギ配信データに予測旅行時間
も含まれていることから、経路探索部３０５において、予測旅行時間をリンクコストとす
ることで、最短旅行時間のルートを探索することも可能である。また、最短旅行時間経路
だけでなく、道路地図ＤＢ３０７中のリンク長の情報を利用することで、最短距離経路を
探索することも可能である。これらを実行した場合、ドライバは画面表示などによって、
エネルギ消費量最小経路と、旅行時間最小経路を比較し、選択することが可能となる。
【０１０４】
　さらに、探索された経路上のエネルギ消費量、あるいは旅行時間を足し込むことで、経
路での予測エネルギ消費量、あるいは予測旅行時間を表示することが可能である。この結
果を画面表示などでドライバに提示することで、ドライバの経路選択を容易にする効果が
ある。また、この際に、エネルギ消費量そのままではなく、電力消費量あるいは燃料消費
量に変換して表示することも可能である。これは、電池に蓄えられた電力からエネルギへ
の変換係数、あるいは燃料からエネルギへの変換係数をあらかじめナビ端末３で設定して
おくことで実現できる。変換係数は、事前にエネルギ消費量が測定可能な車台やテストコ
ースでの走行での結果と、そのときの電力・燃料消費量を比較することで、取得可能であ
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る。
【０１０５】
　プローブカー２の走行実績をエネルギ消費量の予測に反映する本実施形態以外の方法と
して、走行実績のプローブデータを、車種や走行パターンといった条件別に分類し、分類
ごとに統計を作成することが考えられる。しかし、この手法では、一つの分類の作成に利
用できるプローブデータは、元のデータ個数と比べて、少数になってしまうことが避けら
れない。
【０１０６】
　これに対して本実施形態は、プローブカー２のプローブデータを、走行パターンや車種
によらない地形特徴量に変換する処理であるため、プローブカー２の走行パターンや車種
に関係なく、すべてのプローブデータを地形特徴量生成に利用することが可能である。従
って、上記の分類ごとに統計を作成する場合に比べて、作成されるデータの信頼性が高く
なり、また、少数のプローブカー２からでも（最低、３つのプローブデータがあればいい
）、短いデータ収集期間で走行実績を反映した予測を実現できる。
【０１０７】
　また、分類ごとに統計を作成する場合は、一度もデータが取得できていない分類に対し
ては予測を行うことが不可能であるが、本実施形態によれば、地形特徴量は車種や走行パ
ターンによらないので、プローブデータを取得できていない分類に当たる領域であっても
、その分類に対応する車両特性や走行パターン予測を用いることで、エネルギ消費量予測
が可能である。
【０１０８】
［第２実施形態］
　次に、本発明の第２実施形態について、図１６～図２０を参照して説明する。第１実施
形態が、ナビサーバ１で予測エネルギ消費量を算出しているのに対し、第２実施形態では
ナビサーバ１ａが算出した地形特徴量をナビ端末３ａが取得し、取得した地形特徴量を使
用してナビ端末３ａが予測エネルギ消費量を算出している。
【０１０９】
（システム構成）
　図１６は、第２実施形態に係るエネルギ消費量予測システムの構成例を示す図である。
　エネルギ消費量予測システムＢは、プローブカー２、ナビサーバ１ａ、ナビ端末３ａを
有してなる。また、エネルギ消費量予測システムＢは、通信ネットワーク４を介してナビ
サーバ１ａと接続しているユーザＰＣ（Personal Computer）５を有してもよい。
　プローブカー２は、図１に示す第１実施形態におけるプローブカー２と同様のものであ
るため、詳細な図示や説明を省略する。。
【０１１０】
　ナビサーバ１ａは、通信部１４１と、プローブデータＤＢ１３１と、道路地図ＤＢ１３
２と、車種特性ＤＢ１３３と、地形特徴量ＤＢ１３４と、地形特徴量生成部１００と地形
特徴量配信部１５１を有してなる。
　ナビサーバ１ａにおいて、通信部１４１と、プローブデータＤＢ１３１と、道路地図Ｄ
Ｂ１３２と、車種特性ＤＢ１３３と、地形特徴量生成部１００、地形特徴量ＤＢ１３４は
、それぞれ図１に示す各部と同様のものであるため、同一の符号を付して説明を省略する
。
【０１１１】
　地形特徴量配信部１５１は通信部１４１を通じて、後記するナビ端末３ａの地形特徴量
更新部３１０から地形特徴量配信要求を受信したとき、要求のあったリンクの地形特徴量
を、通信部１４１を通じて要求元のナビ端末３ａへ向けて配信する機能を有する。あるい
は、地形特徴量配信部１５１はナビ端末３ａから地形特徴量配信要求を受けた際に、ナビ
サーバ１ａの通信部１４１が、ユーザＰＣ５へ向けて地形特徴量を配信し、配信された地
形特徴量をＣＤ－ＲＯＭ（Compact Disk-Read Only Memory）、フラッシュメモリなどの
媒体を通じて、ナビ端末３ａに読み込ませることによって、ナビ端末３ａ内の地形特徴量
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ＤＢ３０９を更新する。
【０１１２】
　ナビ端末３ａは、通信部３０１と、出力部３０２と、入力部３０３と、ＧＰＳ受信部３
０４と、道路地図ＤＢ３０７と、外部メディア読取部３０８と、地形特徴量ＤＢ３０９と
、地形特徴量更新部３１０と、車種特性ＤＢ３１１と、エネルギ消費量予測部３２０と、
経路探索部３０５と、経路案内部３０６とを有してなる。
【０１１３】
　これら各部３０１～３１１のうち、通信部３０１，出力部３０２、入力部３０３、ＧＰ
Ｓ受信部３０４、道路地図ＤＢ３０７、経路探索部３０５、経路案内部３０６は、図１に
示したものと同様であるため、同一の符号を付して説明を省略する。
【０１１４】
　また、地形特徴量ＤＢ３０９と、車種特性ＤＢ３１１は、第１実施形態における、ナビ
サーバ１に備えられている地形特徴量ＤＢ１３４と、車種特性ＤＢ１３３に同様のもので
ある。
【０１１５】
　外部メディア読取部３０８は、ＣＤ－ＲＯＭ、フラッシュメモリなどの媒体を読み取る
ことが可能なものである。
　地形特徴量更新部３１０は、ユーザからの更新指示があった場合や、定期的に地形特徴
量ＤＢ３０９のデータを更新する際に、地形特徴量ＤＢ３０９のデータを更新するための
更新要求を、通信部３０１を介して、ナビサーバ１ａに送信する機能を有する。また、地
形特徴量更新部３１０は、ナビサーバ１ａから受け取った地形特徴量を地形特徴量ＤＢ３
０９に保存して、地形特徴量ＤＢ３０９を更新する機能も有する。
【０１１６】
　エネルギ消費量予測部３２０（交通情報予測部３２１、予測エネルギ消費量算出部３２
２）は、図１においてナビサーバ１に備えられていた各部１２０～１２２の機能がナビ端
末３に備えられたものである。
　つまり、交通情報予測部３２１は、ナビ内にあらかじめ格納された、統計交通情報を情
報源として、各リンクの予測旅行時間ＴＰＲＥＤを生成する機能を有する。
　予測エネルギ消費量算出部３２２は、地形特徴量ＤＢ３０９からの地形特徴量、交通情
報予測部３２１からの予測旅行時間、車種特性ＤＢ３１１からの車種特性データを利用し
て、後記する経路探索部３０５からの要請に基づいて、図１２に示した第１実施形態のナ
ビサーバ１における予測エネルギ消費量算出部３２２と同様の計算により、各道路リンク
での予測エネルギ消費量を算出する機能を有する。
【０１１７】
（地形特徴量更新処理）
　図１７は、第２実施形態に係る地形特徴量配信要求のフォーマット例を示す図であり、
図１８は、第２実施形態に係る地形特徴量更新処理の手順を示すフローチャートである。
　図１８の処理は、ナビ端末３ａにおける処理である。なお、図１９の処理は、ナビサー
バ１ａにおける地形特徴量の算出（図５、図７、図８）が終了していることが前提となっ
ている。
　まず、ナビ端末３ａの地形特徴量更新部３１０は、更新対象リンクリスト作成処理を行
う（Ｓ６０１）。更新対象リンクリストは、地形特徴量のデータが無いリンク、地形特徴
量の信頼性が低いリンク、地形特徴量のデータ作成日時が古いリンクなどを、地形特徴量
更新部３１０が地形特徴量ＤＢ３０９より抽出し、抽出されたリンクのリンク番号をリス
トとすることで作成される。信頼性、作成日時の閾値については、あらかじめユーザによ
り設定されているものとする。
【０１１８】
　次に、地形特徴量更新部３１０は、地形特徴量配信要求を、通信部３０１を介してナビ
サーバ１ａへ送信する（Ｓ６０２）。
　図１７に示すように、地形特徴量配信要求にはナビ端末３ａ自身を識別する機器ＩＤと
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、ステップＳ６０１で作成された更新対象リンクリストが含まれる。
　通信部１４１を介して地形特徴量配信要求を受信した、ナビサーバ１ａの地形特徴量配
信部１５１は、更新対象リンクリストに記述されているリンク番号をキーとして、該当す
る地形特徴量をナビサーバ１ａ内の地形特徴量ＤＢ１３４より取得し、地形特徴量配信デ
ータを作成すると、通信部１４１を介して、ナビ端末３ａまたはユーザＰＣ５へ配信する
。
【０１１９】
　図１９は、第２実施形態に係る地形特徴量配信データのフォーマット例を示す図である
。
　地形特徴量配信データは、図９に示す地形特徴量ＤＢ１３４とほぼ同じであるため、説
明を省略する。なお、図１８における宛先機器ＩＤは、要求元のナビ端末３ａを示すＩＤ
である。このように、本実施形態では、地形特徴量だけでなく、作成日時、信頼性の情報
も、地形特徴量配信データとして同時に配信するものとする。
【０１２０】
　通信部３０１を介して、あるいはＣＤ－ＲＯＭ，フラッシュメモリなどにより、外部メ
ディア読取部３０８を介して、配信された地形特徴量配信データを地形特徴量更新部３１
０が受信する（Ｓ６０３）。
【０１２１】
　そして、地形特徴量更新部３１０は、配信データ（地形特徴量配信データ）中のリンク
毎に、ステップＳ６０５～Ｓ６０９の処理をループする（Ｓ６０４）。
　まず、地形特徴量更新部３１０は、配信された地形特徴量配信データにおける処理対象
となっているリンク番号（対象リンク番号）と、ナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９の
リンク番号とを比較して、対象リンク番号がナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９にない
か否かを判定することにより、既存の地形特徴量にデータがないか否かを判定する（Ｓ６
０５）。
【０１２２】
　ステップＳ６０５の結果、既存の地形特徴量に対象リンク番号に対応するデータがない
場合（Ｓ６０５→Ｙｅｓ）、地形特徴量更新部３１０は、地形特徴量配信データにおいて
対象リンク番号と対応している信頼度を参照し、この信頼度が予め設定してある閾値以上
であるか否かを判定する（Ｓ６０６）。
　ステップＳ６０６の結果、信頼度が閾値以上である場合（Ｓ６０６→Ｙｅｓ）、地形特
徴量更新部３１０は、対象リンク番号に対応する地形特徴量を、ナビ端末３ａの地形特徴
量へ追加するデータ更新処理を行う（Ｓ６０７）。
　ステップＳ６０６の結果、信頼度が閾値未満である場合（Ｓ６０６→Ｎｏ）、地形特徴
量更新部３１０は、ステップＳ６１０へ処理を進め、次の対象リンクについて処理を行う
。
【０１２３】
　ステップＳ６０５の結果、既存の地形特徴量にデータが存在していた場合（Ｓ６０５→
Ｎｏ）、すなわち、対象リンクに関する地形特徴量のデータが、ナビ端末３ａの地形特徴
量ＤＢ３０９に既に存在している場合、地形特徴量更新部３１０は、地形特徴量配信デー
タにおける対象リンク番号に対応する作成日時と、ナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９
における該当する作成日時とを比較し、配信データ（地形特徴量配信データ）の作成日時
が、既存データ（ナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９）における作成日時より新しいか
否かを判定する（Ｓ６０８）。
【０１２４】
　ステップＳ６０８の結果、配信データ（地形特徴量配信データ）の作成日時が、既存デ
ータ（ナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９）における作成日時より新しくない場合（Ｓ
６０８→Ｎｏ）、地形特徴量更新部３１０は、ステップＳ６１０へ処理を進め、次の対象
リンクについて処理を行う。
【０１２５】
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　ステップＳ６０８の結果、配信データ（地形特徴量配信データ）の作成日時が、既存デ
ータ（ナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９）における作成日時より新しい場合（Ｓ６０
８→Ｙｅｓ）、地形特徴量更新部３１０は、配信データ（地形特徴量配信データ）の信頼
度が、既存データ（ナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９）における該当する信頼度より
高いか否かを判定する（Ｓ６０９）。
　ステップＳ６０９の結果、配信データ（地形特徴量配信データ）の信頼度が、既存デー
タ（ナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９）における該当する信頼度より高い場合（Ｓ６
０９→Ｙｅｓ）、地形特徴量更新部３１０は、ステップＳ６０７へ処理を進め、ナビ端末
３ａの地形特徴量ＤＢ３０９において、該当するリンクに対応する地形特徴量を、配信さ
れた地形特徴量に置き換えるデータ更新処理を行い（Ｓ６０７）、ステップＳ６１０へ処
理を進める。
　ステップＳ６０９の結果、配信データ（地形特徴量配信データ）の信頼度が、既存デー
タ（ナビ端末３ａの地形特徴量ＤＢ３０９）における該当する信頼度より高くない場合（
Ｓ６０９→Ｎｏ）、地形特徴量更新部３１０は、データ更新処理を行うことなく、ステッ
プＳ６１０へ処理を進める。
【０１２６】
　配信データ中のすべてのリンクについて、ステップＳ６０５～Ｓ６０９のループが終了
すると（Ｓ６１０）、地形特徴量更新部３１０は処理を終了する。
【０１２７】
　このように更新する地形特徴量を選択することで、地形特徴量ＤＢ３０９でのデータ精
度が低下する危険を避けることができる。
【０１２８】
（経路探索処理）
　図２０は、第２実施形態に係る経路探索処理の手順を示すフローチャートである。
　まず、経路探索部３０５は、ユーザから入力部３０３を通じて、出発地・目的地の入力
と、経路探索の開始指示を入力される出発地・目的地・探索開始指示受付処理を行う（Ｓ
７０１）。このとき、出発地は、ユーザからの入力情報に限らず、ＧＰＳ受信部３０４に
より取得した自車位置としてもよい。
【０１２９】
　そして、経路探索部３０５が、図１３のステップＳ５０２と同様の処理でエネルギ消費
量予測対象リンクリストを作成し（Ｓ７０２）、作成したエネルギ消費量予測対象リンク
リストをエネルギ消費量予測部３２０へわたす。
　予測エネルギ消費量算出部３２２は、わたされたエネルギ消費量予測対象リンクリスト
を基に、地形特徴量ＤＢ３０９に格納されている地形特徴量などを使用して、各リンクに
おける予測エネルギ消費量を算出する予測エネルギ消費量算出処理を行う（Ｓ７０３）。
ステップＳ７０３の処理内容は、図１１で説明した処理と同様であるため、説明を省略す
る。
　そして、経路探索処理部は、予測エネルギ消費量と道路地図ＤＢ３０７の情報から、最
小エネルギ消費量の経路を探索する経路探索処理を行う（Ｓ７０４）。ステップＳ７０４
の処理内容は、図１３のステップＳ５０５と同様であるため説明を省略する。
　ステップＳ７０４の結果、出力される経路探索結果は、経路案内部３０６へわたされる
。
【０１３０】
　経路案内部３０６は、図１に示した第１実施形態のナビ端末３における経路案内部３０
６と同様に、図１４に示すようなドライバに経路探索結果に基づいた案内を提供したり、
図１５に示すような予測エネルギ消費量の画面表示を行ったりする。
【０１３１】
（第２実施形態のまとめ）
　以上の処理により、プローブカー２の走行実績に基づいて予測されたエネルギ消費量を
、サービス対象車両のナビ端末３ａで利用可能にすることを特徴とするエネルギ消費量予
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測システムＢが、地形特徴量をナビ端末３ａに配信することによって、実現する。
【０１３２】
　第１実施形態と第２実施形態のナビシステムの違いについて述べると、第１実施形態で
はナビ端末３の要請に応じて、予測エネルギ消費量を配信する。これは、予測エネルギ消
費量は、車両特性や時々刻々変化する予測時の交通状況に依存するため、経路探索時に逐
次通信を行い、予測エネルギ消費量を取得することが必要なためである。
【０１３３】
　これに対し、第２実施形態では、地形特徴量をナビ端末３ａに配信する。地形特徴量は
車種や交通情報に依存しないことから、１リンクにつき１組の地形特徴量を配信すれば十
分であり、また地形特徴量の再算出が行われない限り、地形特徴量は変化しないため、時
々刻々と変化する予測エネルギ消費量と比べて更新頻度が低い。これらの特徴から地形特
徴量を配信することで、通信量を抑えることが可能である。
　また、ナビ端末３ａ内に地形特徴量を保存し、ナビ端末３ａのみでエネルギ消費量予測
を行うことで、探索時に逐次ナビサーバ１ａと通信をする必要性がないという効果もある
。
【０１３４】
　さらに、本実施形態は、特願２００８－２８１９６８に記載の地形の高低など地形図か
ら地形特徴量を算出し、予測エネルギ消費量を算出する技術と組み合わせることが可能で
ある。
　また、本実施形態では、出力部３０２に図１４や図１５に示すような経路案内表示を行
っているが、これに限らず、出力部３０２を音声出力を行う音声装置とし、この音声装置
で経路案内を行ってもよいし、出力部３０２が表示装置の機能と、音声装置の機能を有し
、経路案内表示と、音声案内を同時に行ってもよい。
【符号の説明】
【０１３５】
　１，１ａ　ナビサーバ（エネルギ消費量予測装置）
　２　　　プローブカー
　３，３ａ　ナビ端末（端末装置）
　４　　　通信ネットワーク
　５　　　ユーザＰＣ
　１００　地形特徴量生成部
　１０１　地形特徴量算出部
　１２０　エネルギ消費量予測部
　１２１　交通情報予測部
　１２２　予測エネルギ消費量算出部
　１３１　プローブデータＤＢ
　１３２　道路地図ＤＢ（ナビサーバ）
　１３３　車種特性ＤＢ（ナビサーバ）
　１３４　地形特徴量ＤＢ（ナビサーバ）
　１５１　地形特徴量配信部
　３０２　出力部
　３０３　入力部
　３０４　ＧＰＳ受信部
　３０５　経路探索部
　３０６　経路案内部
　３０７　道路地図（ナビ端末）
　３０８　外部メディア読取部
　３０９　地形特徴量ＤＢ（ナビ端末）
　３１０　地形特徴量更新部
　３１１　車種特性ＤＢ（ナビ端末）
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　３２０　エネルギ消費量予測部（ナビ端末）
　３２１　交通情報予測部
　３２２　予測エネルギ消費量算出部
　Ａ，Ｂ　エネルギ消費量予測システム

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】 【図１６】
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【図１７】 【図１８】

【図１９】 【図２０】
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